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資 料 編

（１）社会的養育推進計画検討会議設置運営要領

（趣旨）

第１ この要領は、既存の群馬県家庭的養護推進計画を全面的に見直し、新たに群馬県に

おける社会的養育推進計画（以下、「推進計画」という。）を策定するに当たり協議

検討するため、社会的養育推進計画検討会議（以下、「検討会議」という。）の設置

及び運営について必要な事項を定める。

（所掌事項）

第２ 検討会議の所掌事項は、次のとおりとする。

（１）推進計画策定のための協議検討に関する事項

（２）その他必要な事項

（組織）

第３ 検討会議は、別表に掲げる者をもって組織する。

（座長の指名）

第４ 検討会議に座長及び座長代理を置く。

２ 座長及び座長代理は、会議構成員の中から互選により選出する。

３ 座長代理は、座長が欠席の場合に、座長としての業務を行う。

（会議）

第５ 検討会議は、座長が招集する。

２ 座長は、必要に応じて、検討会議に構成員以外の者の出席を求めることができる。

（会議の公開）

第６ 検討会議は、原則として非公開とする。

（庶務）

第７ 検討会議の庶務は、こども未来部児童福祉課において処理する。

（存続期間）

第８ 検討会議の存続期間は、この要領の施行の日から２０２０年３月３１日までとする。

（その他）

第９ この要領に定めるもののほか、検討会議の運営に関し必要な事項は、座長が別に定

める。

附 則

この要領は、２０１８年９月１４日から施行する。

附 則

この要領は、２０１９年５月２９日から施行する。

１ 社会的養育推進計画検討会議設置運営要領等
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（別表）
社会的養育推進計画検討会議 構成員名簿

所 属 職 名 備 考

高崎健康福祉大学 教授 学識経験者

＜群馬県児童養護施設連絡協議会＞

＜群馬県児童養護施設連絡協議会＞

＜群馬県児童養護施設連絡協議会＞

＜群馬県児童養護施設連絡協議会＞

＜群馬県児童養護施設連絡協議会＞

＜群馬県児童養護施設連絡協議会＞

＜群馬県母子生活支援施設協議会＞

児童家庭支援センター

＜群馬県里親の会及びファミリーホーム＞

＜群馬県里親の会及びファミリーホーム＞

＜群馬県里親の会及びファミリーホーム＞

中央児童相談所 次長

施設里親支援係長

西部児童相談所 次長（施設里親支援係長）

東部児童相談所 次長（施設里親支援係長）

事務局

所 属 職 名 備 考

児童福祉課 課長

次長

家庭福祉係長

課員
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（２）社会的養育推進計画検討会議 開催経過

開催日 会議の主な内容

平成30年11月７日 第１回検討会議 ・国の計画策定要領等の内容把握

平成30年12月19日 第２回検討会議 ・現行計画の総括

平成31年２月14日 第３回検討会議 ・改定版計画の構成（骨子案）の検討

令和元年７月１日 第１回施設関係者勉強会 ・施設の高機能化及び多機能化・機能

転換、小規模かつ地域分散化の検討

令和元年７月９日 里親関係者勉強会 ・フォスタリング事業の把握

令和元年７月30日 第２回施設関係者勉強会 ・施設の高機能化及び多機能化・機能

転換、小規模かつ地域分散化の検討

令和元年９月９日 第４回検討会議 ・改定版計画のたたき台の検討

令和元年11月25日 第５回検討会議 ・改定版計画（案）の検討

令和２年２月28日 第６回検討会議 ・改定版計画に関する報告

（書面開催）
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（１）児童福祉法（抄）

（昭和22年法律第164号）

第一章 総則

第一条 全て児童は、児童の権利に関する条約の精神にのつとり、適切に養育されること、

その生活を保障されること、愛され、保護されること、その心身の健やかな成長及び発

達並びにその自立が図られることその他の福祉を等しく保障される権利を有する。

第二条 全て国民は、児童が良好な環境において生まれ、かつ、社会のあらゆる分野にお

いて、児童の年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優

先して考慮され、心身ともに健やかに育成されるよう努めなければならない。

２ 児童の保護者は、児童を心身ともに健やかに育成することについて第一義的責任を負

う。

３ 国及び地方公共団体は、児童の保護者とともに、児童を心身ともに健やかに育成する

責任を負う。

第三条 前二条に規定するところは、児童の福祉を保障するための原理であり、この原理

は、すべて児童に関する法令の施行にあたつて、常に尊重されなければならない。

第一節 国及び地方公共団体の責務

第三条の二 国及び地方公共団体は、児童が家庭において心身ともに健やかに養育される

よう、児童の保護者を支援しなければならない。ただし、児童及びその保護者の心身の

状況、これらの者の置かれている環境その他の状況を勘案し、児童を家庭において養育

することが困難であり又は適当でない場合にあつては児童が家庭における養育環境と同

様の養育環境において継続的に養育されるよう、児童を家庭及び当該養育環境において

養育することが適当でない場合にあつては児童ができる限り良好な家庭的環境において

養育されるよう、必要な措置を講じなければならない。

第三条の三 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、児童が心身ともに健やかに育成さ

れるよう、基礎的な地方公共団体として、第十条第一項各号に掲げる業務の実施、障害

児通所給付費の支給、第二十四条第一項の規定による保育の実施その他この法律に基づ

く児童の身近な場所における児童の福祉に関する支援に係る業務を適切に行わなければ

ならない。

２ 都道府県は、市町村の行うこの法律に基づく児童の福祉に関する業務が適正かつ円滑

に行われるよう、市町村に対する必要な助言及び適切な援助を行うとともに、児童が心

身ともに健やかに育成されるよう、専門的な知識及び技術並びに各市町村の区域を超え

た広域的な対応が必要な業務として、第十一条第一項各号に掲げる業務の実施、小児慢

性特定疾病医療費の支給、障害児入所給付費の支給、第二十七条第一項第三号の規定に

よる委託又は入所の措置その他この法律に基づく児童の福祉に関する業務を適切に行わ

なければならない。

３ 国は、市町村及び都道府県の行うこの法律に基づく児童の福祉に関する業務が適正か

つ円滑に行われるよう、児童が適切に養育される体制の確保に関する施策、市町村及び

都道府県に対する助言及び情報の提供その他の必要な各般の措置を講じなければならな

い。

第二節 定義

第四条 この法律で、児童とは、満十八歳に満たない者をいい、児童を左のように分ける。

２ 関係法律等
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一 乳児 満一歳に満たない者

二 幼児 満一歳から、小学校就学の始期に達するまでの者

三 少年 小学校就学の始期から、満十八歳に達するまでの者

２ この法律で、障害児とは、身体に障害のある児童、知的障害のある児童、精神に障害

のある児童（発達障害者支援法（平成十六年法律第百六十七号）第二条第二項に規定す

る発達障害児を含む。）又は治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であつ

て障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百

二十三号）第四条第一項の政令で定めるものによる障害の程度が同項の厚生労働大臣が

定める程度である児童をいう。

第五条 この法律で、妊産婦とは、妊娠中又は出産後一年以内の女子をいう。

第六条 この法律で、保護者とは、第十九条の三、第五十七条の三第二項、第五十七条の

三の三第二項及び第五十七条の四第二項を除き、親権を行う者、未成年後見人その他の

者で、児童を現に監護する者をいう。

（中略）

第六条の三 この法律で、児童自立生活援助事業とは、次に掲げる者に対しこれらの者が

共同生活を営むべき住居における相談その他の日常生活上の援助及び生活指導並びに就

業の支援（以下「児童自立生活援助」という。）を行い、あわせて児童自立生活援助の

実施を解除された者に対し相談その他の援助を行う事業をいう。

一 義務教育を終了した児童又は児童以外の満二十歳に満たない者であつて、措置解

除者等（第二十七条第一項第三号に規定する措置（政令で定めるものに限る。）を

解除された者その他政令で定める者をいう。次号において同じ。）であるもの（以

下「満二十歳未満義務教育終了児童等」という。）

二 学校教育法第五十条に規定する高等学校の生徒、同法第八十三条に規定する大学

の学生その他の厚生労働省令で定める者であつて、満二十歳に達した日から満二十

二歳に達する日の属する年度の末日までの間にあるもの（満二十歳に達する日の前

日において児童自立生活援助が行われていた満二十歳未満義務教育終了児童等であ

つたものに限る。）のうち、措置解除者等であるもの（以下「満二十歳以上義務教

育終了児童等」という。）

（中略）

８ この法律で、小規模住居型児童養育事業とは、第二十七条第一項第三号の措置に係る

児童について、厚生労働省令で定めるところにより、保護者のない児童又は保護者に監

護させることが不適当であると認められる児童（以下「要保護児童」という。）の養育

に関し相当の経験を有する者その他の厚生労働省令で定める者（次条に規定する里親を

除く。）の住居において養育を行う事業をいう。

（中略）

第六条の四 この法律で、里親とは、次に掲げる者をいう。

一 厚生労働省令で定める人数以下の要保護児童を養育することを希望する者（都道

府県知事が厚生労働省令で定めるところにより行う研修を修了したことその他の厚

生労働省令で定める要件を満たす者に限る。）のうち、第三十四条の十九に規定す

る養育里親名簿に登録されたもの（以下「養育里親」という。）

二 前号に規定する厚生労働省令で定める人数以下の要保護児童を養育すること及び

養子縁組によつて養親となることを希望する者（都道府県知事が厚生労働省令で定

めるところにより行う研修を修了した者に限る。）のうち、第三十四条の十九に規

定する養子縁組里親名簿に登録されたもの（以下「養子縁組里親」という。）

三 第一号に規定する厚生労働省令で定める人数以下の要保護児童を養育することを

希望する者（当該要保護児童の父母以外の親族であつて、厚生労働省令で定めるも
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のに限る。）のうち、都道府県知事が第二十七条第一項第三号の規定により児童を

委託する者として適当と認めるもの

第七条 この法律で、児童福祉施設とは、助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、

幼保連携型認定こども園、児童厚生施設、児童養護施設、障害児入所施設、児童発達支

援センター、児童心理治療施設、児童自立支援施設及び児童家庭支援センターとする。

２ この法律で、障害児入所支援とは、障害児入所施設に入所し、又は指定発達支援医療

機関に入院する障害児に対して行われる保護、日常生活の指導及び知識技能の付与並び

に障害児入所施設に入所し、又は指定発達支援医療機関に入院する障害児のうち知的障

害のある児童、肢体不自由のある児童又は重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複

している児童（以下「重症心身障害児」という。）に対し行われる治療をいう。

（中略）

第四節 実施機関

第十条 市町村は、この法律の施行に関し、次に掲げる業務を行わなければならない。

一 児童及び妊産婦の福祉に関し、必要な実情の把握に努めること。

二 児童及び妊産婦の福祉に関し、必要な情報の提供を行うこと。

三 児童及び妊産婦の福祉に関し、家庭その他からの相談に応ずること並びに必要な

調査及び指導を行うこと並びにこれらに付随する業務を行うこと。

四 前三号に掲げるもののほか、児童及び妊産婦の福祉に関し、家庭その他につき、

必要な支援を行うこと。

２ 市町村長は、前項第三号に掲げる業務のうち専門的な知識及び技術を必要とするもの

については、児童相談所の技術的援助及び助言を求めなければならない。

３ 市町村長は、第一項第三号に掲げる業務を行うに当たつて、医学的、心理学的、教育

学的、社会学的及び精神保健上の判定を必要とする場合には、児童相談所の判定を求め

なければならない。

４ 市町村は、この法律による事務を適切に行うために必要な体制の整備に努めるととも

に、当該事務に従事する職員の人材の確保及び資質の向上のために必要な措置を講じな

ければならない。

第十条の二 市町村は、前条第一項各号に掲げる業務を行うに当たり、児童及び妊産婦の

福祉に関し、実情の把握、情報の提供、相談、調査、指導、関係機関との連絡調整その

他の必要な支援を行うための拠点の整備に努めなければならない。

第十一条 都道府県は、この法律の施行に関し、次に掲げる業務を行わなければならない。

一 第十条第一項各号に掲げる市町村の業務の実施に関し、市町村相互間の連絡調整、

市町村に対する情報の提供、市町村職員の研修その他必要な援助を行うこと及びこ

れらに付随する業務を行うこと。

二 児童及び妊産婦の福祉に関し、主として次に掲げる業務を行うこと。

イ 各市町村の区域を超えた広域的な見地から、実情の把握に努めること。

ロ 児童に関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とす

るものに応ずること。

ハ 児童及びその家庭につき、必要な調査並びに医学的、心理学的、教育学的、社

会学的及び精神保健上の判定を行うこと。

ニ 児童及びその保護者につき、ハの調査又は判定に基づいて心理又は児童の健康

及び心身の発達に関する専門的な知識及び技術を必要とする指導その他必要な指

導を行うこと。

ホ 児童の一時保護を行うこと。

ヘ 里親に関する次に掲げる業務を行うこと。
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(1) 里親に関する普及啓発を行うこと。

(2) 里親につき、その相談に応じ、必要な情報の提供、助言、研修その他の援

助を行うこと。

(3) 里親と第二十七条第一項第三号の規定により入所の措置が採られて乳児院、

児童養護施設、児童心理治療施設又は児童自立支援施設に入所している児童

及び里親相互の交流の場を提供すること。

(4) 第二十七条第一項第三号の規定による里親への委託に資するよう、里親の

選定及び里親と児童との間の調整を行うこと。

(5) 第二十七条第一項第三号の規定により里親に委託しようとする児童及びそ

の保護者並びに里親の意見を聴いて、当該児童の養育の内容その他の厚生労

働省令で定める事項について当該児童の養育に関する計画を作成すること。

ト 養子縁組により養子となる児童、その父母及び当該養子となる児童の養親とな

る者、養子縁組により養子となつた児童、その養親となつた者及び当該養子とな

つた児童の父母（民法（明治二十九年法律第八十九号）第八百十七条の二第一項

に規定する特別養子縁組により親族関係が終了した当該養子となつた児童の実方

の父母を含む。）その他の児童を養子とする養子縁組に関する者につき、その相

談に応じ、必要な情報の提供、助言その他の援助を行うこと。

三 前二号に掲げるもののほか、児童及び妊産婦の福祉に関し、広域的な対応が必要

な業務並びに家庭その他につき専門的な知識及び技術を必要とする支援を行うこ

と。

２ 都道府県知事は、市町村の第十条第一項各号に掲げる業務の適切な実施を確保するた

め必要があると認めるときは、市町村に対し、必要な助言を行うことができる。

３ 都道府県知事は、第一項又は前項の規定による都道府県の事務の全部又は一部を、そ

の管理に属する行政庁に委任することができる。

４ 都道府県知事は、第一項第二号ヘに掲げる業務（次項において「里親支援事業」とい

う。）に係る事務の全部又は一部を厚生労働省令で定める者に委託することができる。

５ 前項の規定により行われる里親支援事業に係る事務に従事する者又は従事していた者

は、その事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

第十二条 都道府県は、児童相談所を設置しなければならない。

２ 児童相談所は、児童の福祉に関し、主として前条第一項第一号に掲げる業務（市町村

職員の研修を除く。）並びに同項第二号（イを除く。）及び第三号に掲げる業務並びに

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第二十二条第二項及び第

三項並びに第二十六条第一項に規定する業務を行うものとする。

３ 都道府県は、児童相談所が前項に規定する業務のうち法律に関する専門的な知識経験

を必要とするものを適切かつ円滑に行うことの重要性に鑑み、児童相談所における弁護

士の配置又はこれに準ずる措置を行うものとする。

４ 児童相談所は、必要に応じ、巡回して、第二項に規定する業務（前条第一項第二号ホ

に掲げる業務を除く。）を行うことができる。

５ 児童相談所長は、その管轄区域内の社会福祉法に規定する福祉に関する事務所（以下

「福祉事務所」という。）の長（以下「福祉事務所長」という。）に必要な調査を委嘱

することができる。

（後略）
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（２）児童虐待の防止等に関する法律（抄）

（平成12年法律第82号）

第一条 この法律は、児童虐待が児童の人権を著しく侵害し、その心身の成長及び人格の

形成に重大な影響を与えるとともに、我が国における将来の世代の育成にも懸念を及ぼ

すことにかんがみ、児童に対する虐待の禁止、児童虐待の予防及び早期発見その他の児

童虐待の防止に関する国及び地方公共団体の責務、児童虐待を受けた児童の保護及び自

立の支援のための措置等を定めることにより、児童虐待の防止等に関する施策を促進し、

もって児童の権利利益の擁護に資することを目的とする。

第二条 この法律において、「児童虐待」とは、保護者（親権を行う者、未成年後見人そ

の他の者で、児童を現に監護するものをいう。以下同じ。）がその監護する児童（十八

歳に満たない者をいう。以下同じ。）について行う次に掲げる行為をいう。

一 児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。

二 児童にわいせつな行為をすること又は児童をしてわいせつな行為をさせること。

三 児童の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食又は長時間の放置、保護者以

外の同居人による前二号又は次号に掲げる行為と同様の行為の放置その他の保護者

としての監護を著しく怠ること。

四 児童に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応、児童が同居する家庭における

配偶者に対する暴力（配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。）の身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害

を及ぼすもの及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動をいう。第十六条に

おいて同じ。）その他の児童に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。

第三条 何人も、児童に対し、虐待をしてはならない。

第四条 国及び地方公共団体は、児童虐待の予防及び早期発見、迅速かつ適切な児童虐待

を受けた児童の保護及び自立の支援（児童虐待を受けた後十八歳となった者に対する自

立の支援を含む。第三項及び次条第二項において同じ。）並びに児童虐待を行った保護

者に対する親子の再統合の促進への配慮その他の児童虐待を受けた児童が家庭（家庭に

おける養育環境と同様の養育環境及び良好な家庭的環境を含む。）で生活するために必

要な配慮をした適切な指導及び支援を行うため、関係省庁相互間その他関係機関及び民

間団体の間の連携の強化、民間団体の支援、医療の提供体制の整備その他児童虐待の防

止等のために必要な体制の整備に努めなければならない。

２ 国及び地方公共団体は、児童相談所等関係機関の職員及び学校の教職員、児童福祉施

設の職員、医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、弁護士その他児童の福祉に職務

上関係のある者が児童虐待を早期に発見し、その他児童虐待の防止に寄与することがで

きるよう、研修等必要な措置を講ずるものとする。

３ 国及び地方公共団体は、児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援を専門的知識に

基づき適切に行うことができるよう、児童相談所等関係機関の職員、学校の教職員、児

童福祉施設の職員その他児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援の職務に携わる者

の人材の確保及び資質の向上を図るため、研修等必要な措置を講ずるものとする。

４ 国及び地方公共団体は、児童虐待の防止に資するため、児童の人権、児童虐待が児童

に及ぼす影響、児童虐待に係る通告義務等について必要な広報その他の啓発活動に努め

なければならない。

５ 国及び地方公共団体は、児童虐待を受けた児童がその心身に著しく重大な被害を受け

た事例の分析を行うとともに、児童虐待の予防及び早期発見のための方策、児童虐待を

受けた児童のケア並びに児童虐待を行った保護者の指導及び支援のあり方、学校の教職

員及び児童福祉施設の職員が児童虐待の防止に果たすべき役割その他児童虐待の防止等

のために必要な事項についての調査研究及び検証を行うものとする。
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６ 児童の親権を行う者は、児童を心身ともに健やかに育成することについて第一義的責

任を有するものであって、親権を行うに当たっては、できる限り児童の利益を尊重する

よう努めなければならない。

７ 何人も、児童の健全な成長のために、家庭（家庭における養育環境と同様の養育環境

及び良好な家庭的環境を含む。）及び近隣社会の連帯が求められていることに留意しな

ければならない。

（後略）

（３）子ども・子育て支援法（省）

（平成24年法律第65号）

第一章 総則

第一条 この法律は、我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く

環境の変化に鑑み、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）その他の子どもに関

する法律による施策と相まって、子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子どもを

養育している者に必要な支援を行い、もって一人一人の子どもが健やかに成長すること

ができる社会の実現に寄与することを目的とする。

第二条 子ども・子育て支援は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を

有するという基本的認識の下に、家庭、学校、地域、職域その他の社会のあらゆる分野

における全ての構成員が、各々の役割を果たすとともに、相互に協力して行われなけれ

ばならない。

２ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子ど

もが健やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適切なものであり、かつ、

子どもの保護者の経済的負担の軽減について適切に配慮されたものでなければならな

い。

３ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援は、地域の実情に応じて、総合

的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。

（中略）

第五章 子ども・子育て支援事業計画

第六十条 内閣総理大臣は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制を整

備し、子ども・子育て支援給付並びに地域子ども・子育て支援事業及び仕事・子育て両

立支援事業の円滑な実施の確保その他子ども・子育て支援のための施策を総合的に推進

するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。

２ 基本指針においては、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 子ども・子育て支援の意義並びに子どものための教育・保育給付に係る教育・保育

を一体的に提供する体制その他の教育・保育を提供する体制の確保、子育てのための

施設等利用給付の円滑な実施の確保並びに地域子ども・子育て支援事業及び仕事・子

育て両立支援事業の実施に関する基本的事項

二 次条第一項に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画において教育・保育及び

地域子ども・子育て支援事業の量の見込みを定めるに当たって参酌すべき標準その他

当該市町村子ども・子育て支援事業計画及び第六十二条第一項に規定する都道府県子

ども・子育て支援事業支援計画の作成に関する事項

三 児童福祉法その他の関係法律による専門的な知識及び技術を必要とする児童の福祉

増進のための施策との連携に関する事項

四 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境
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の整備に関する施策との連携に関する事項

五 前各号に掲げるもののほか、子ども・子育て支援給付並びに地域子ども・子育て支

援事業及び仕事・子育て両立支援事業の円滑な実施の確保その他子ども・子育て支援

のための施策の総合的な推進のために必要な事項

３ 内閣総理大臣は、基本指針を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、文部

科学大臣、厚生労働大臣その他の関係行政機関の長に協議するとともに、第七十二条に

規定する子ども・子育て会議の意見を聴かなければならない。

４ 内閣総理大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。

（中略）

第六十二条 都道府県は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ど

も・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関す

る計画（以下「都道府県子ども・子育て支援事業支援計画」という。）を定めるものと

する。

２ 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画においては、次に掲げる事項を定めるもの

とする。

一 都道府県が当該都道府県内の市町村が定める教育・保育提供区域を勘案して定める

区域ごとの当該区域における各年度の特定教育・保育施設に係る必要利用定員総数

（第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分ごとの必要利用定員総数と

する。）その他の教育・保育の量の見込み並びに実施しようとする教育・保育の提供

体制の確保の内容及びその実施時期

二 子どものための教育・保育給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育

の推進に関する体制の確保の内容

三 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保を図るために必要な市町村との

連携に関する事項

四 特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者並びに地域子ども・子育て支援事業に

従事する者の確保及び資質の向上のために講ずる措置に関する事項

五 保護を要する子どもの養育環境の整備、児童福祉法第四条第二項に規定する障害児

に対して行われる保護並びに日常生活上の指導及び知識技能の付与その他の子どもに

関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する施策の実施に関する事項

六 前号の施策の円滑な実施を図るために必要な市町村との連携に関する事項

３ 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、

次に掲げる事項について定めるよう努めるものとする。

一 市町村の区域を超えた広域的な見地から行う調整に関する事項

二 教育・保育情報の公表に関する事項

三 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境

の整備に関する施策との連携に関する事項

４ 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画は、社会福祉法第百八条第一項に規定する

都道府県地域福祉支援計画、教育基本法第十七条第二項の規定により都道府県が定める

教育振興基本計画その他の法律の規定による計画であって子どもの福祉又は教育に関す

る事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。

５ 都道府県は、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画を定め、又は変更しようとす

るときは、あらかじめ、第七十七条第四項の審議会その他の合議制の機関を設置してい

る場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・

子育て支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。

６ 都道府県は、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画を定め、又は変更したときは、
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遅滞なく、これを内閣総理大臣に提出しなければならない。

（後略）

（４）児童憲章

（昭和26年５月５日）

われらは、日本国憲法の精神にしたがい、児童に対する正しい観念を確立し、すべて

の児童の幸福をはかるために、この憲章を定める。

児童は、人として尊ばれる。

児童は、社会の一員として重んぜられる。

児童は、よい環境の中で育てられる。

一 すべての児童は、心身ともに、健やかにうまれ、育てられ、その生活を保証さ

れる。

二 すべての児童は、家庭で、正しい愛情と知識と技術をもって育てられ、家庭に

恵まれない児童には、これにかわる環境が与えられる。

三 すべての児童は、適当な栄養と住居と被服が与えられ、また、疾病と災害から

まもられる。

四 すべての児童は、個性と能力に応じて教育され、社会の一員としての責任を自

主的に果たすように、みちびかれる。

五 すべての児童は、自然を愛し、科学と芸術を尊ぶように、みちびかれ、また、

道徳的心情がつちかわれる。

六 すべての児童は、就学のみちを確保され、また、十分に整った教育の施設を用

意される。

七 すべての児童は、職業指導を受ける機会が与えられる。

八 すべての児童は、その労働において、心身の発育が阻害されず、教育を受ける

機会が失われず、また、児童としての生活がさまたげられないように、十分に保

護される。

九 すべての児童は、よい遊び場と文化財を用意され、悪い環境からまもられる。

十 すべての児童は、虐待・酷使・放任その他不当な取扱からまもられる。あやま

ちをおかした児童は、適切に保護指導される。

十一 すべての児童は、身体が不自由な場合、または精神の機能が不充分な場合に、

適切な治療と教育と保護が与えられる。

十二 すべての児童は、愛とまことによって結ばれ、よい国民として人類の平和と

文化に貢献するように、みちびかれる。
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